
質問及び回答

書類名 貢 内容

1 実施方針(案） 3 1-(8)
予定価格
の公表に
ついて

本事業に関し特定事業とし
て選定された場合、予定価
格の公表を検討されていま
すか？

検討されているのであれ
ば、本事業のスケジュール
（予定）におけるどの段階で
公表されるのですか？

予定価格については、1月
下旬に応募表明書を提出し
てもらい、審査後に応募グ
ループが複数の場合は公
表し、１者の場合は非公表
とします。

2 実施方針(案） 9 3-(1)-3)
公募参加
者の参加
要件

提案書に明示のない企業
への業務等の再委託は不
可という事でしょうか。

構成員には再委託先も含ま
れるのでしょうか。

提案書に明示のない企業へ
の業務等の再委託は不可
ではないが、町内の参加業
者が多いほど加点される予
定です。ただし、他グループ
に参加している構成員への
再委託は不可とします。

構成員には再委託先も含ま
れます。

3 実施方針(案） 10 3-(2)-2)

公募参加
グループの
構成員の
資格要件

建設企業の参加要件②平
成18年以降に、ＲＣの共同
住宅の建設実績を有するこ
とについて、平成18年以降
に近隣の地域での公共事
業で共同住宅の建設工事
の発注がなされていないの
で、平成18年以前の建設実
績では参加要件を満たされ
ないのでしょうか。

建設実績については、平成
18年以降に、ＲＣの共同住
宅の建設実績を有すること
とします。

建設実績については、公共
事業での建設だけではな
く、民間発注分の工事も含
みます。

4 実施方針(案） 24
税制度リス
クについて

事業期間内（30年）で、消費
税の増税があった場合の維
持・運営管理費は見直され
ますか？また、見直された
場合、国の補助からの支払
いでしょうか？町の財源で
しょうか？

増税後に町が支払う施設の
維持管理・運営業務に係る
サービス対価については、
反映されます。

財源については、町の財源
となります。
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5 実施方針(案） 24
金利リスク
について

融資金額が大きいため、小
幅な金利上昇でも支払利息
額に与える影響は大きく、
運営上非常に大きな負担と
なるこ とも考えられます。
金利上昇の影響による支払
利息の負担増にはどのよう
に対応されるのでしょうか？

金利リスクについては、リス
ク分担表において、ＳＰＣの
負担としておりますので、リ
スクを考慮した民間提案を
求めます。

6 実施方針(案） 24
不可抗力リ
スクについ
て

P24　「共通」の「不可抗力リ
スク」の「1％ルール」とはど
んなものでしょうか。

不可抗力リスクに係る費用
において、全費用のうち１％
相当額をＳＰＣが負担し、残
額を町が負担するもので
す。

7 実施方針(案） 25
建設コスト
増大リスク
について

「工事」の「建設コスト増大リ
スク」に「物価変動に起因」
の項目が必要ではないで
しょうか。

経済リスク欄に、物価変動
リスクに対する考え方を記
載しています。

8 実施方針(案）
履行保証
について

通常の請負契約において
は、工事費の10％程度の履
行保証で契約保証金を免
除していますが、維持管
理、運営業務を契約に含む
ＰＦＩ事業ではどうでしょう
か？

契約保証金については、募
集要項公表時にお示しする
予定だが、施設整備業務に
ついては対価の10％程度を
納付して頂くか、町を被保険
者とする履行保証保険契約
を締結することによってこれ
に代えることができるものと
します。
ただし、維持管理について
は、維持管理対価（運営業
務を除く）の年額の１００分
の１０以上の額を、維持管
理開始までに町に納付する
こととします。
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